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移管指針第 6号「連結財務諸表等におけるキャッシュ・フロー計算書の作成に関する実務指針」 

移管指針第 6号「連結財務諸表等におけるキャッシュ・フロー計算書の作成に関する実務指針」（最終改正 2024年 9月 13日）を次のように

改正する（改正部分に下線を付している。）。 

改正後 改正前 

移管指針第 6号 

 

連結財務諸表等におけるキャッシュ・フロー計算書

の作成に関する実務指針 
 

1 9 9 8 年 ６ 月 ８ 日 

改正 1 9 9 9 年 ７ 月 １ 日 

改正 2 0 0 7 年 ９ 月 ４ 日 

改正 2 0 1 1 年 １ 月 1 2 日 

改正 2 0 1 4 年 ２ 月 2 4 日 

改正 2014 年 11 月 28 日 

改正 2023 年 11 月 17 日 

日本公認会計士協会 

改正 2 0 2 4 年 7 月  1 日 

改正 2 0 2 4 年 9 月 1 3 日 

最終改正 2 0 2 6 年 7 月  7 日 

企業会計基準委員会 

移管指針第 6号 

 

連結財務諸表等におけるキャッシュ・フロー計算書

の作成に関する実務指針 
 

1 9 9 8 年 ６ 月 ８ 日 

改正 1 9 9 9 年 ７ 月 １ 日 

改正 2 0 0 7 年 ９ 月 ４ 日 

改正 2 0 1 1 年 １ 月 1 2 日 

改正 2 0 1 4 年 ２ 月 2 4 日 

改正 2014 年 11 月 28 日 

改正 2023 年 11 月 17 日 

日本公認会計士協会 

改正 2 0 2 4 年 7 月  1 日 

最終改正 2 0 2 4 年 9 月 1 3 日 

企業会計基準委員会 

 

本移管指針は、2025年 10月 16日までに公表された次の修正

が反映されている。 

・ 「2024 年年次改善プロジェクトによる企業会計基準等の
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改正後 改正前 

修正について」（2024年 11月 1日公表） 

・ 企業会計基準第 37号「期中財務諸表に関する会計基準」

（2025 年 10月 16日公表） 
 

Ⅰ 連結キャッシュ・フロー計算書等の作成に関す

る実務指針 
 

はじめに 

1-7．2026年 7月改正の本実務指針は、2026 年 7月に改正された企

業会計基準第 27号「法人税等に関する会計基準」（以下「2026 年

改正法人税等会計基準」という。）及び併せて公表された企業会

計基準第 44 号「『連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準』

の一部改正（その 4）」に対応するために改正を行ったものであ

る。 

Ⅰ 連結キャッシュ・フロー計算書等の作成に関す

る実務指針 
 

はじめに 

（新 設） 

法人税等の表示区分 

10．法人税その他の課税対象利益を基礎とする税金（以下「法人税

等」という。）に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」の区分に「法人税等の支払額」として一括し

て記載する。なお、住民税（均等割）、事業税（付加価値割）及

び事業税（資本割）並びに電気供給事業、ガス供給事業、生命保

険事業及び損害保険事業に係る事業税は 2026 年改正法人税等会

計基準第 4 項(1)に定める課税対象利益を基礎として算定されて

いないことから、これらの税金の支払は、｢営業活動によるキャ

法人税等の表示区分 

10．法人税等（住民税及び利益に関連する金額を課税標準とする事

業税を含む。）に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」の区分に「法人税等の支払額」として一括し

て記載する。なお、事業税のうち付加価値割及び資本割並びに電

気供給事業、ガス供給事業、生命保険事業及び損害保険事業に係

る事業税は利益に関連する金額を課税標準としていないことか

ら、これらの事業税の支払は、｢営業活動によるキャッシュ・フ

ロー｣に含まれるキャッシュ・フローではあるが、「法人税等の支
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改正後 改正前 

ッシュ・フロー｣に含まれるキャッシュ・フローではあるが、「法

人税等の支払額」に含めてはならない。 

払額」に含めてはならない。 

適 用 

26-9．2026 年 7 月改正の本実務指針の適用時期は、2026 年改正法

人税等会計基準の適用時期と同様とする。 

適 用 

（新 設） 

26-10．2026年 7月改正の本実務指針の適用初年度においては、適

用初年度の比較情報について、新たな表示方法に従い組替えを行

うことを要しない。 

（新 設） 

議 決 

26-A1．2026年 7月改正の本実務指針は、第 580回企業会計基準委

員会に出席した委員 11名全員の賛成により承認された。 

 

（新 設） 

Ⅱ 結論の背景 
 

法人税等の表示区分 

35-2．2026年改正前の企業会計基準第 27号「法人税、住民税及び

事業税等に関する会計基準」では、住民税（均等割）を住民税（法

人税割）とともに損益計算書の税引前当期純利益（又は損失）の

次に、「法人税、住民税及び事業税」等の適切な科目をもって表

示することとしていた一方で、事業税（付加価値割）及び事業税

（資本割）は、原則として、損益計算書の販売費及び一般管理費

として表示することとしていた。 

2026 年改正法人税等会計基準では、2026 年改正法人税等会計

基準第 8-3 項に基づき損益に計上する当事業年度の住民税（均等

Ⅱ 結論の背景 
 

 

（新 設） 
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以 上 

改正後 改正前 

割）、事業税（付加価値割）及び事業税（資本割）は、損益計算

書の「法人税等」に含めず、その内容に応じた適切な表示区分に

表示することとした。このように、住民税（均等割）の損益計算

書における表示に関して事業税（付加価値割）及び事業税（資本

割）と整合的に取り扱うこととなったため、キャッシュ・フロー

計算書においても、住民税（均等割）を事業税（付加価値割）及

び事業税（資本割）と同様に「法人税等の支払額」に含めてはな

らないこととした（本実務指針第 10項参照）。 

適 用 

51．2026 年 7 月改正の本実務指針の適用により、キャッシュ・フ

ロー計算書において、例えば住民税（均等割）の表示が変更とな

るが、2026 年改正法人税等会計基準と同様に、企業会計基準第

24 号第 14項の定めにかかわらず、適用初年度の比較情報につい

て、新たな表示方法に従い組替えを行うことを要しないこととし

た（本実務指針第 26-10項参照）。 

適 用 

（新 設） 


	移管指針第6号「連結財務諸表等におけるキャッシュ・フロー計算書の作成に関する実務指針」
	Ⅰ　連結キャッシュ・フロー計算書等の作成に関する実務指針
	Ⅰ　連結キャッシュ・フロー計算書等の作成に関する実務指針
	Ⅱ　結論の背景
	Ⅱ　結論の背景

